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会社概要

１ 会 社 名 営農支援センター四万十株式会社

２ 所 在 地 高知県高岡郡四万十町黒石314-1

３ 設立年月日
平成17年9月16日
(平成23年4月6日に有限会社から株式会社へ組織変更)

４ 資 本 金 390万円(JA四万十150万円、窪川町150万円、個人90万円)

５ 役 員
7名
(代表取締役1名、取締役4名(社内2名、社外2名)、監査役2名)

６ 従 業 員 正社員6名(うち2名役員兼務)、臨時社員7名

７ 経 営 面 積
103.2ha(大豆45.6ha、WCS用稲48.7ha、飼料用米5.8ha、
ショウガ3.1ha）

８ その他事業
育苗(28,700枚)、無人ヘリ防除(のべ676ha)、保全管理(4.4a)、
日本型直接支払交付金事務、クラインガルテン四万十指定管理
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実証プロジェクトの取組み背景と組織の課題

○ 営農が継続できなくなった農地
約100haを管理。

○ 四万十町内の水田の基盤整備率
は８割と高いが、預かる農地の
1筆の平均面積は約14ａと狭い。

○ 農地が分散し、移動に30分以上
かかる所もある。

○ 水の便が悪かったり、鳥獣被害
を受けるなどのほ場も多い。

○ 担い手の減少や高齢化などによ
り、今後も預かってもらいたい
農地が増加見込み。

地域に分散する圃場

3コスト低減、作業の省力化・軽労化が重要課題



スマート農業技術の開発・実証プロジェクト
(Ｒ１～２年度)

「農業技術」×「先端技術」

「スマート農業」

四万十町水田作スマート
農業実証コンソーシアム

営農支援センター四万十(株)、(株)NTT
ドコモ四国支社、(株)中四国クボタ高松
事務所、農業技術センター、高南農業
改良普及所

経営・栽培管理システム
「アグリノート」

直進キープ田植機

ラジコン草刈機
散布用ドローン 4
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実証経営体の役割と達成目標

１ 営農支援センター四万十(株)の役割
○ 地域の農業・農村を支える水田作の大規模経営体の

モデル。
○ 生産コストの約４割を占める労働費の削減。
○ 経営・栽培管理システムの活用による経営の効率化

を実証。

２ 実証課題の達成目標
○ スマート農機の活用により、作業ごとの労働時間を

20～80％削減し、コストの低減を図る。
○ 経営・栽培管理システムの活用により、圃場情報の

可視化し、労働管理の適正化を図る。
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経営・栽培システム「アグリノート」

○ スマートフォン等で基本情報、作業計画、進捗状況、及
び実績(時間)などの可視化。

○ 圃場管理担当者と作業員の情報連携等による作業能率の
向上を実証。 6

実証１
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経営・栽培システム「アグリノート」

○ 圃場管理：紙媒体からスマートフォン等に変更
→圃場と自身の場所を把握でき、圃場間の移動が容易に。

○ 収穫記録機能の活用
→アグリノート上で収量が確認でき、データ出力により
実績の取りまとめが迅速に可能。

従来の紙媒体

実証１

圃場管理の見える化 スマートフォン画面
(圃場を品目で色分け、作業の入力)
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○ 作業者が作業や生育状況を直接システムに入力
→リアルタイムで進捗管理が可能となった。
→作業指示が円滑になり軽労化につながった。

実証１
経営・栽培システム「アグリノート」

作業の進捗確認
・情報共有



○ 無人ロボットトラクターと有人トラクターで同種の作業
を同時に実施し、作業能率の向上を実証(従来比で作業時
間を４割削減)。
→安全装置により、ほ場の草を障害物と認識して停止。
→直進キープ機能により、大豆の播種作業時間が従来
より削減。後の中耕機やブームスプレーヤーの作業
がしやすくなり、オペレーターの軽労化が図られた。

ロボットトラクター
(水稲・大豆：耕起、整地、播種)

9

真っ直ぐに播種された大豆ほ場

実証２

無人・有人トラクター同時作業



○ 直進キープ機能付田植機による作業能率の向上を実証(従
来比で作業時間を２割削減)。
→田植え時間を従来比17％削減。
→直進キープ機能により深水状態での作業ができ、作業負
担が軽減。落水・入水管理も時間削減。

→株間キープ機能により、狙ったとおりに植付けでき、苗
箱使用数を1枚/10a削減。

直進キープ機能付田植機
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実証３

水資源の環境にも配慮

初級者でもまっすぐ
植えられる



散布用ドローン

○ 散布用ドローンによる作業能率の向上を実証
(従来比で作業時間を6～8割削減)。

従来の農薬散布作業

ドローンによる農薬散布
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実証４



→大豆の農薬散布作業の人数は、従来の3人から2人へ削減。
→散布時間は従来に比べ約60～80％削減。
→大豆では、散布時間の削減により適期防除が可能となり、
害虫被害を最小限に抑えた。
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実証４散布用ドローン



○ 勾配のある畦畔及び法面作業に対応したラジコン草刈機によ
る作業能率の向上を実証(作業時間を従来から２割削減)。
→勾配40°での使用は可能。タイヤのスパイクによる法面が
損傷。草丈が高い場合は機械に負荷がかかり再々停止。

→全ての畦畔には対応できないため作業エリアのマップを作成。
→プロポで遠隔操作のため、安全で防具も必要なく、肉体的
負担は軽減。 13

急勾配

狭い

笹

リモコン草刈機

リモコンチャレンジ

刈払機

草刈り

マップ

実証５
ラジコン草刈機

作業エリアマップ



① 経営・栽培システムにより、約670筆のほ場をスマートフォン
等で現地で確認でき、ほ場間の移動が容易となった。

② 作業の進捗状況もリアルタイムで確認でき、速やかな作業指示
により軽労化につながった。

③ GPSを活用した直進アシスト、直進キープ機能などで、田植え
や耕耘等の作業負担を軽減。

④ スマート農機一貫体系では、慣行作業体系比で、飼料用米25%、
WCS用稲27%、大豆40%の労働時間を削減。

⑤ 散布用ドローンは作業時間の削減効果が最も高かった。
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実証プロジェクトのまとめ まとめ

スマート農機導入結果・技術普及

 R2年度弊社散布用ドローンの利用面積
→87.5ha(R1年度比約3.4倍)に大幅拡大。

 新たに7つの集落営農組織で散布用ドローンを導入し、地
域で取組が広がり始めた。
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実証プロジェクトのまとめ まとめ

① 自動運転の効果の発揮には、農地集約条件と広範囲をカバーで
きる基地局の設置、区画を広げる等の対策が必要(例：約50a～
1ha/区画)。

② 多くのスマート農機は高額で、現場で使用するには更なる改良
と低価格化が望まれる。

③ 経営・栽培管理システムは低コストで導入可能だが、入排水口
を現場で容易に把握できるように改良が望まれる(条件不利地を
多く預かるため)。

④ ドローン、ロボットトラクターの操作等には免許や訓練が必要。

スマート農機の導入後の課題

 引き続きスマート農機を最大限に活用して、さらなる効率
化を進めていく。

 比較的導入しやすい散布用ドローンでは、他品目で散布試
験を行い、農家や集落営農組織へ取り組みを広げる。


